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第７９回事業年度末（平成２０年９月３０日現在）貸借対照表 
 

                                                                             （単位：百万円） 
科 目                    金 額           科 目                    金 額           

（ 負 債 の 部 ）              
 債 券               
   債 券 発 行 高            
 預 金               
   定 期 預 金            
   通 知 預 金            
   普 通 預 金            
   当 座 預 金            
   公 金 預 金            
   そ の 他 の 預 金            
 譲 渡 性 預 金               
 借 用 金               
   借 入 金            
 特 定 取 引 負 債               
   特 定 金 融 派 生 商 品 
 債券貸借取引受入担保金               
 コ ー ル マ ネ ー               
 外 国 為 替               
   売 渡 外 国 為 替            
   外 国 他 店 借            
 そ の 他 負 債               
   未 決 済 為 替 借            
   未 払 費 用            
   未 払 法 人 税 等            
   前 受 収 益            
   従 業 員 預 り 金            
   金 融 派 生 商 品            
   リ ー ス 債 務            
  未 払 債 券 元 金            
   そ の 他 の 負 債            
 賞 与 引 当 金                
 退 職 給 付 引 当 金               
 睡眠債券等払戻損失引当金               

 支 払 承 諾               
   支 払 承 諾            
 代 理 貸 付 保 証            

 
６,６２０,５０６
６,６２０,５０６

  ２,７２２,１２７
  １,４７２,９２９
      ４９,２５６
     ６３１,２１４
     ４３６,４４５
       ６３,２４３
     ６９,０３７

   ４,７６４
      ６８,８６９
      ６８,８６９
       ６,９２５

６,９２５
４,２９８

３５,２４２
   ２０４

          ５２
           １５１

     ２８２,６７２
          １

       ２１,３８０
         ７５２

１７,６１７
７,７７８

８３８
２，５８９

２２８,６００
     ３,１１３

４,４３０
１９,９９９

３,６７８
７４,３１７
７０,８４５
３,４７１

負 債 の 部 合 計               ９,８４８,０３５

（ 純 資 産 の 部 ）  
 資 本 金               
   政 府 出 資 金            
   組 合 出 資 金            
 利 益 剰 余 金 
   利 益 準 備 金            
そ の 他 利 益 剰 余 金            
    任 意 積 立 金 
    特 別 積 立 金 
    当 期 未 処 分 利 益 

５２２,４２０
     ４０５,３６７
     １１７,０５３
     １６８,６５７
       ３２,４１０

１３６,２４７
      １２９,２６９
       １２９,２６９

６,９７７

出 資 者 勘 定 合 計                        ６９１,０７７

その他有価証券評価差額金               
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益               

△１,５３０

５２５

評価・換算差額等合計                        △１，００４

（ 資 産 の 部 ）              
 貸 出 金               
   証 書 貸 付            
   手 形 貸 付            
   当 座 貸 越            
   割 引 手 形            
 外 国 為 替               
   買 入 外 国 為 替            
   取 立 外 国 為 替            
   外 国 他 店 預 け            
 有 価 証 券               
   国 債            
   地 方 債            
   社 債            
   株 式            
   そ の 他 の 証 券            
 特 定 取 引 資 産               
   商 品 有 価 証 券            
   特 定 金 融 派 生 商 品            
 買 入 金 銭 債 権                
 コ ー ル ロ ー ン               
 現 金 預 け 金               
   現 金            
   預 け 金            
 そ の 他 資 産               
   未 決 済 為 替 貸            
   前 払 費 用            
   未 収 収 益            
   金 融 派 生 商 品            
  そ の 他 の 資 産 
 有 形 固 定 資 産               
   建 物            
   土 地            
   リ ー ス 資 産            
   その他の有形固定資産            
 無 形 固 定 資 産               
   ソ フ ト ウ ェ ア            
  その他の無形固定資産            
繰 延 税 金 資 産               

 支 払 承 諾 見 返               
   支 払 承 諾 見 返            
   代 理 貸 付 保 証 見 返            
 貸 倒 引 当 金               

 

８,９３２,１４１
  ６,２８６,１４５

  ７４８,３３８
  １,４２６,７４１
   ４７０,９１６

         ８,０１５
１,１５４

        ２,５９９
         ４,２６１
  １,４７３,５１０

  ９２０,６８３
      ５４,００３
     ４２８,８５９
     ２２,５４３

４７,４２０
１１,９６２

１５４
１１,８０８
３６,３６１

      ３,７３３
６９,５６６
２９,１８８

     ４０,３７７
       ３０,９１９

     １０
        １０

       ６,７９７
            １,０４８

２３,０５２
４４,０８７

      １６,１５２
２４,３０３
２，５７５

         １,０５６
        ６,５７８
        ５,２７２

１,３０６
７８,５２６
７４,３１７
７０,８４５

       ３,４７１
      △ ２３１,６１３

純 資 産 の 部 合 計                            ６９０,０７３

資 産 の 部 合 計                  １０,５３８,１０８ 負債及び純資産の部合計                        １０,５３８,１０８

 



(注) 1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して

利益を得る等の目的（以下｢特定取引目的｣という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照

表上｢特定取引資産｣及び｢特定取引負債｣に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価により、スワップ･

先物・オプション取引等の派生商品については決算日において決済したものとみなした額により行っておりま

す。 

3. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券の

うち時価のある株式については期末前１ヵ月平均に基づいた市場価格、時価のある株式以外のものについては決

算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、時価のないものについては移動

平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部

純資産直入法により処理しております。 

4. デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法により行っております。 

5. 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法を採用しております。 

6. 無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、金庫内

における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しております。 

7. 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）が平成20年４月１日以後開始する事業年度か

ら適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する事業年度に属する所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引につきましては、平成19年度末日における未経過リース料残高を取得価額とし、期首に取得したものとし

てリース資産に計上しております。 

これにより、従来の方法に比べ「有形固定資産」中のリース資産は2,575百万円、「その他負債」中のリース

債務は2,589百万円増加しております。なお、損益に与える影響は軽微であります。 

8. 債券繰延資産の処理方法 

債券発行費用は、支出時に全額費用として処理しております。 

9. 外貨建資産･負債及び海外支店勘定は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
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10. 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相

当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績

率等に基づき引き当てております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債

権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てて

おります。 

貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の

受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを

貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシ

ュ・フロー見積法）により引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し､当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており､その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

11. 賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する

額を計上しております。 

12. 退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は以下のとおりであります。 

 数理計算上の差異  各発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数(14年) 

          にて、発生の翌期から定額法により損益処理 

13. 睡眠債券等払戻損失引当金は、負債計上を中止した債券等について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を

見積り、睡眠債券等払戻損失引当金として計上しております。 

14. 当期末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する

当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施してお

りました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の｢マク

ロヘッジ｣に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したヘッジ手段の平均残存期間に応じ平成15年

度から６年間にわたって、資金調達費用として期間配分しております。 

15. 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。）に規

定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リ

スクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合

うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しておりま

す。 
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16. デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間(又は内部部門間)の内部取引については、ヘッ

ジ手段として指定している金利スワップ取引に対して、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」

という。）に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運

営を行っているため、当該金利スワップ取引から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識を行っております。

なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。 

17. 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

18. 有形固定資産の減価償却累計額   55,225百万円 

19. 有形固定資産の圧縮記帳額     18,596百万円 

20. 貸出金のうち、破綻先債権額は103,476百万円、延滞債権額は230,770百万円であります。 

  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除

く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第１項第３号

のｲからﾎまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

21. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は14,452百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

22. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は96,183百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

23. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は444,883百万円であり

ます。 

なお、20.から23.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

24. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた

銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき

る権利を有しておりますが、その額面金額は472,070百万円であります。 
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25. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

  有価証券                256,000百万円 

担保資産に対応する債務 

  預金                      8,107百万円 

  借用金                    6,524百万円 

  債券貸借取引受入担保金    4,298百万円 

上記のほか、為替決済、外為円決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券

209,774百万円を差し入れております。 

また、その他の資産のうち保証金・敷金等は、3,328百万円であります。 

26. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 41,000百万円

が含まれております。 

27. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する当金庫の保

証債務の額は261,258百万円であります。 

28. １口当たりの純資産額132円9銭 

29. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「社

債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれておりま

す。以下32.まで同様であります。 

 売買目的有価証券（平成20年９月30日現在） 

 貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた 

 （百万円） 評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 154 △0 

 

 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年９月30日現在） 

 貸借対照表 時価 差額 うち益 うち損 

 計上額 （百万円） (百万円) （百万円） （百万円） 

 （百万円）   

国債 212,058 212,581 523 724 201 

社債 7,858 7,820 △37 － 37 

その他 4,146 4,098 △47 － 47 

合計 224,062 224,501 438 724 286 

（注）1.時価は、当期末における市場価格等に基づいております。 

2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。  
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 その他有価証券で時価のあるもの（平成20年９月30日現在） 

 取 得 原 価 貸借対照表 評 価 差 額 うち益 うち損 

 （百万円） 計上額 （百万円） （百万円） （百万円） 

  （百万円）   

株式 12,782 15,326 2,543 3,571 1,027 

債券 919,610 919,912 301 810 508 

国債 708,222 708,625 403 548 145 

地方債 54,044 54,003 △41 45 87 

社債 157,343 157,283 △59 216 275 

その他 47,361 41,940 △5,421 14 5,436 

合計 979,754 977,178 △2,575 4,396 6,972 

（注）1.貸借対照表計上額は、株式については当期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額によ

り、また、それ以外については、当期末における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上した

ものであります。 

   2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

30. 当期中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額 売却損の合計額 

  （百万円） （百万円） 

その他有価証券 321,228 1,702 7,332 
 

31. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額（平成20年９月30日現在） 

内容 金額（百万円） 

その他有価証券 

 非上場株式 7,217

 債券 263,718

 その他の証券 18,444
 

32. 

 

その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成20年９月30日現在） 

 １年以内 

（百万円） 

１年超５年以内

（百万円） 

５年超10年以内

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

債券 582,674 814,699 6,173 － 

国債 505,545 415,137 － － 

地方債 8,083 45,920 － － 

社債 69,045 353,641 6,173 － 

その他 24,132 14,287 15,802 8,973 

合計 606,806 828,987 21,975 8,973 
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33. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、793,957百万円であります。このうち、原契約期間が１年以内のも

の（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が752,047百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢

の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の中止又は契約極

度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有

価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、

必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

34. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は､それぞれ以下のとおりであります｡ 

 繰延税金資産 

  貸倒引当金               70,365百万円 

退職給与引当金              6,280 

その他                 10,787 

 繰延税金資産小計             87,433 

 評価性引当額              △ 8,547 

 繰延税金資産合計             78,885 

 繰延税金負債 

  繰延ヘッジ損益                   359 

 繰延税金負債合計                359 

繰延税金資産の純額             78,526百万円 

35. 当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前期における40.40％から40.60％

に変更しております。 

この法定実効税率の変更により、当期の「繰延税金資産」は385百万円増加し、「法人税等調整額」は同額

減少しております。 
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